
令和２年度 厚生労働省機構・定員査定（概要）

○ 我が国の社会経済構造が大きく変化する中、厚生労働省は、社会保障と働き方の一体改革をはじめ、少
子高齢・人口減少社会の様々な課題に対応する政策を打ち出していく必要。

○ また、喫緊の課題に即応するとともに、頻発する自然災害への対応も含め、児童虐待防止対策や就職氷
河期世代への支援など、新規業務や既存業務の増大にも的確に対応することができる機構・人員体制を整
備することが重要。

○ このため、徹底的な業務改革を前提に、機構・定員要求を行い、以下の内容が認められた。

①危機管理対応の強化
危機管理・医務技術総括審議官の設置

②厚生労働省改革の推進（大臣官房機能の強化等）
大臣官房参事官の設置

③認知症施策及び地域支援体制の整備
老健局 認知症施策・地域支援推進課の振替設置

④国際交渉の支援体制の整備
国際保健福祉交渉官の設置（専門スタッフ職４級）

⑤就職氷河期世代に対する支援体制の整備
大臣官房企画官の設置

⑥社会的養育の推進及び児童虐待防止対策の強化
大臣官房企画官の設置

２．徹底的な業務改革の実施のための体制整備

３．人員体制の整備

①児童虐待防止対策強化に向けた体制強化 ５人
②医療イノベーションの推進 ５人
③検疫体制強化 ５０人
④働き方改革の実現に向けた監督体制強化 ８５人
⑤就職氷河期世代に対する就職支援体制強化（ﾊﾛｰﾜｰｸ）７１人

（主な増員）

新たに業務見直しの推進体制強化の定員９人が認
められ、当省が内外の諸問題に即応できる質の高い
行政サービスを行うことができるよう、今後、業務
見直しを徹底

１．機構体制の整備（主なもの）

本省内部部局を中心に大幅な定員増を図り、喫緊の課題に
対応するとともに、新規業務や既存業務の増大にも的確に対
応できる体制を整備
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